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明 細 書

携帯端末お よぴナ ピゲ一シ ヨンシ ステ ム

技 術 分 野

本発 明は、車両用ナ ビゲーシ ョンを実行可能 な携帯端末お よびナ ビゲーシ ョン

システ ム に 関す る。

背 景 技 術

従来か ら、車両の走行案内に適 したナ ビゲー シ ョンを実行す る携帯ナ ビゲーシ

ヨン端末が知 られている。 こ うした携帯ナ ビゲーシ ヨン端末は、例 えば、特開 2

0 0 2 - 2 7 7 2 7 4 号に提案 されている。 また、最近 においては、携帯ナ ビゲ

ー シ ョン端末は非常に高機能化 されてい る。

一方、最近の車両には、車載ナ ビゲーシ ヨン装置が装備 されてい る。従 って、

車両の搭乗者が こ うした携帯ナ ビゲーシ ヨン端末 を持 っていれば、車載ナ ビゲー

シ ョン装置は必ず しも必要ではない。

発 明 の 開 示

しか しなが ら、携帯ナ ビゲーシ ヨン端末の表示画面は、車載ナ ビゲーシ ヨン装

置の表示画面に比べて狭 V、ため視認性が悪!/ 、。

本発明は、上記問題 に対処す るためにな され た もの で 、車両に車載ナ ビゲーシ

ョン装置を搭載 しな くて も、視認性 のよい車両の走行案内が受 け られ るよ うにす

ることを 目的 とす る。

上記 目的を達成す るために、本発明の特徴は、車両用のナ ビゲー シ ヨンを実行

可能な携帯端末にぉ レ、て、車載デ ィス プ レイ装置 と通信 を行 うための通信手段 と、

前記通信手段 によ り前記車載デ イス プ レイ装置 との通信が確立 したか否かを判定

す る通信判定手段 と、前記通信判定手段 によ り通信が確立 していると判定 された

場合に、前記車載デ ィス プ レイ装置で前記車両用のナ ビゲーシ ョンを実行す るた

めの画像デー タを生成す る画像デー タ生成手段 と、前記画面データ生成手段 によ



り生成 された画像データを前記車載デ イスプ レイ装置に送信す る画像デー タ送信

手段 とを備 えた ことことにある。

本発明の携帯端末は、車載デ ィス プ レイ装置 と通信 を行 うための通信手段 を備

えている。車載デ ィス プ レイ装置が、携帯端末 と通信可能な通信機能 を備 えてい

る場合 には、携帯端末 と車載デ ィス プ レイ装置 とを通信回線で接続す ることによ

り、車載デ ィス プ レイ装置にて車両用のナ ビゲー シ ヨンを実行す ることができる。

そ こで、本発明の携帯端末は、車載デ ィスプ レイ装置で車両用のナ ビゲーシ ヨン

を実行す るために、通信判定手段 と、画像データ生成手段 と、画像データ送信手

段 とを備 えている。

通信判定手段は、通信手段 によ り車載デ ィスプ レイ装置 との通信が確立 したか

否かを判定す る。例 えば、通信判定手段は、通信手段か らリクエ ス ト信号 を発信

し、それに対 して レス ポ ンス信号を受信できた力、否かを判定す る。 レス ポ ンス信

号 を受信す ることにより車載デ ィス プ レイ 装置 を認識できた場合には、通信が確

立す る。逆に、 レスポンス信号を受信できず車載デ ィスプ レイ装置 を認識 できな

かった場合には、通信が確立 しない。

画像データ生成手段は、通信判定手段により通信が確立 していると判定 された

場合に、車載デ ィスプ レイ装置で車両用のナ ビゲー シ ョンを実行す るための画像

データを生成す る。携帯端末 と車載デ ィス プ レイ 装置 とでは画面規格 （横 X 縦の

ピクセ ル 数な ど）が異なる場合が多い。そ こで、画像データ生成手段 は、例 えば、

携帯端末で表示す るための画像データを、車載デ イス プ レイ装置の画面規格に適

した画像データに変換す る。 この場合、画面ア スペ ク ト比お よび解像度を調整 し

た画像データを生成す るとよい。例 えば、携帯端末の画面 と車載デ ィスプ レイ 装

置 の画面 とで画面ァスぺ ク ト比が相違す る場合 には、携帯端末の面面のァスぺ ク

ト比を用いて車載デ ィス プ レイ装置で表示 され るよ うに、携帯端末で使用す る画

像データを変換す る。また、車載デ ィスプ レイの画面の縦方向お よび横方向の少

な くとも一方は、画面いっぱいまで使 って表示す ることが好ま しい。

画像データ送信手段は、生成 された画像デー タを車載デ イス プ レイ 装置 に送信

す る。これによ り、車載デ イスプ レイ装置にナ ピゲ一シ ョン画像が写 し出され る。

車載デ ィス プ レイ は、携帯端末 と違 って表示面積 を大 きくす ることができる。 こ



のため、車両の乗員は、大きな画面で車両走行案内を受けることができる。

この よ うに 、本発明によれば、車両にナビゲーシヨン装置を搭載 しなくても、

通信機能を有する車載ディスプレイ装置を設けることにより、大きな画面で車両

走行案内を受けられるようになる。このため、車両の低コス ト化を図ることがで

さる。

また、携帯端末と車載ディス プ レイ装置とのぁレ、だで通信が確立 した時点で車

両用のナビゲーシヨンを開始することができる。このため、乗員にとっては、迅

速に車両走行案内を受けられるため非常に使レ、勝手がよレ、。

本発明の他の特徴は、前記通信手段は、前記車載ディスプレイ装置 と近距離無

線通信を行 う、あるいは、前記車載デ ィス プ レイ装置と接続ケーブルを介 して通

信を行 うことにある。

本発明におレ、て は、車載デイス プ レイ装置と近距離無線通信を行 う、あるいは、

車載デ ィス プ レイ装置 と接続ケーブルを介 して通信を行 うため、携帯端末の所持

者が車両に乗っているときに、携帯端末と車載デ ィスプ レイ装置 とのあいだで通

信が確立する。一方、携帯端末の所持者が車両から離れているときには、携帯端

末と車載デ ィス プ レイ装置とのあいだで通信が確立しない。従って、携帯端末の

所持者が車両に乗っていない状況、つまり、車両走行案内が不要となる状況にお

い て は、画像デー タの生成処理や送信処理が行われなくなり、電力消費を抑える

ことができる。また、携帯端末の所持者が車両に乗っているときには、いつでも、

車両走行案内を受けることができる。

特に、近距離無線通信にて車載ディスプレイ装置 と通信する構成の場合には、

携帯端末を所持する乗員が車両に乗 り込んだ時に、携帯端末と車載デ ィス プ レイ

装置とのあいだで通信が確立するため、乗員は、ケーブル接続作業をすることな

く、す ぐに車両の走行案内を受けることができる。また、携帯端末の所持者が車

両から離れたときには、自動的に携帯端末と車載ディスプレイ装置 とのあいだで

通信が確立しなくなり、車載ディス プ レイ で の車両用のナビゲーシヨンが終了す

る。従って、操作性が非常に良い。

本発明の他の特徴は、歩行者用のナビゲーションを実行する歩行者用ナビゲー

シヨン機能を備え、前記通信判定手段により前記車載デ ィスプ レイ装置との通信



が確立 していると判定 されない場合には、前記歩行者用のナ ビゲーシ ョンを実行

す ることにある。

本発明によれば、携帯端末の所持者が車両か ら離れた ときには、車載デ ィス プ

レイ装置 との通信が確立 しないため、車両用のナ ビゲーシ ヨンが終了 して、歩行

者用のナ ビゲーシ ヨンが開始 され る。従 って、携帯端末の所持者 に とって適正な

ナ ビゲーシ ヨンが実行 され、使い勝手が よい。

更に、本発 明の実施にあたっては、携帯端末の発 明に限定 され るもの で はな く、

車両用のナ ビゲー シ ョンを実行可能な携帯端末 と、前記携帯端末 と通信す るため

の通信機能 を備 えた車載デ ィス プ レイ装置 とを備 え、前記車載デ ィスプ レイ装置

の表示画面を使 って車両用のナ ビゲーシ ヨンを実行す るナ ビゲーシ ョンシステ ム

として実施 し得 るものである。

図 面 の 簡 単 な 説 明

図 1 は、本発明の実施形態に係 る携帯端末 を使 ったナ ビゲー シ ョンシス テ ム の

概略構成図である。

図 2 は、車載デ イスプ レイ 装置が設置 された車室内の斜視図である。

図 3 は、携帯端末 と車載デ ィス プ レイ装置の正面図である。

図 4 は、車載デ ィスプ レイ制御ルーチ ンを表す フローチヤ一トである。

図 5 は、変形例 に係 る表示画面を示 した説明図である。

発明を実施す るための最 良の形態

以下、本発明の一実施形態に係 る携帯端末について図面を用いて説明す る。図

1 は、同実施形態に係 る携帯端末 1 0 と車載デ ィスプ レイ装置 2 0 0 とか らなる

ナ ビゲーシ ヨンシステムの概略構成図である。

このナ ビゲー シ ヨンシステ ム は 、携帯端末 1 0 と車載デ ィス プ レイ装置 2 0 0

とを備 えている。携帯端末 1 0 は、各種のアプ リケーシ ョンプ ログラムを記憶 し、

アプ リケーシ ョンプ ログラムを実行す ることによ り色々な情報 をユーザに提供す

る携帯情報端末である。本実施形態に係 る携帯端末 1 0 は、ナ ビゲーシ ヨンプ ロ

グラムを記憶 し、 このナ ビゲーシ ヨンプ ログラムを実行す ることにより、画像お



よび音声によってユーザに車両走行案内あるいは歩行案内を行う。尚、携帯端末
1 0は、ナビゲーシヨン機能だけでなく、ウェブブラウザ機能、電話機能等を有
するが、ナビゲーシヨン機能だけを備えたものであってもよい。
車載ディスプレイ装置2 0 0は、図2に示すように、車両のインストルメント

パネル4 0 0に組み込まれた液晶あるいは有機E L を用いたタツチパネル式ディ
スプレイ装置であって、装置単独では、ナビゲーシヨンを行うための機能を備え
ていない。このため、車載ディスプレイ装置2 0 0 としては、従来の車載ナビゲ
ーシヨン装置に比べて、非常に安価なものとなっている。本実施形態のナビゲー
ションシステムにおいては、ナビゲーシヨンを行うための制御処理を携帯端末1
0で実施し、車載ディスプレイ装置2 0 0は、画像および音声による運転者への
情報伝達、および、操作入力を行うためのグラフィカルユーザーインターフエ一
スとして機能する。本実施形態においては、車載ディスプレイ装置2 0 0は、携
帯端末1 0で表示される画像と同じ画像を表示する。
携帯端末1 0は、電子制御ユニット1 0 0 (以下、· E CU 1 0 0 と呼ぶ）と、

外部通信部2 0 と、GP Sュニット3 0 と、表示部4 0 と、操作部5 0 と、スピ

一力6 0 と、不揮発性メモリ7 0 と、端末側通信部8 0 とを備えている。ECU
1 0 0は、マイコンを主要部とするもので、CPU、ROM, RAM, 入出力ィ
ンターフェース、各種ドライバ等を備えている。ROM内には、ナビゲ一シヨン
制御を実行するための制御プログラムが記憶されている。
外部通信部2 0は、インターネットに接続するための無線通信回路であって、

例えば、携帯電話事業者の基地局を介してインターネッ卜に接続するものであつ
てもよいし、直接インターネットに接続するものであってもよい。これにより、
携帯端末1 0は、インターネットを介して情報配信センターとデータ通信が可能
となっている。GP Sユニット3 0は、GP S衛星からの電波に基づいて携帯端
末の現在位置座標を検出するものであり、現在位置座標をECU 1 0 0に出力す
る。

表示部4 0は、ECU 1 0 0から出力された画像信号によりナビゲーシヨン画
像 （道路地図、各種案内情報、各種設定情報等）を表示するものである。本実施
形態の携帯端末1 0は、タツチパネル式ディスプレイを備えており、このタツチ



パ ネ ル 式デ ィス プ レイ における表示面面部分が表示部 4 0 となる。 この表示部 4

0 の画面の大きさ （面積）は、携帯端末 1 0 がコンパク ト性を要求されることか

ら、図 3 に示すように、車載デ ィス プ レイ装置 2 0 0 に比べて小さいものとなつ

ている。但 し、表示部 4 0 の画面は、解像度の高いもの が使用される。本実施形

態における表示部 4 0 の画面規格は、フル ワイ ドVGA である。従って、画面を

構成するピクセル 数は、 9 6 0 X 4 8 0 (横 X 縦）となっている。

操作部 5 0 は、表示部 4 0 と兼用されるタツチパネル式デイスプレイに内蔵 さ

れているタツチパ ッド5 1 (位置入力装置）と、タツチパネル式デ ィス プ レイ の

外に設けられた外部操作部 5 2 とから構成されている。外部操作部 5 2 は、ホー

ム ボ タ ン 5 2 a 、メ ニ ュー ボ タ ン 5 2 b 、戻 りボ タ ン 5 2 c 、検索ボ タ ン 5 2 d 、
および、ポインタ 5 2 e から構成 されている。尚、外部操作部 5 2 の ボタン構成

は、任意に設定できるものである。操作部 5 0 は、タツチパッド5 1 に入力され

た座標位置を表す座標信号、外部操作部 5 2 の ボタン操作を表すボタン操作信号、

外部操作部 5 2 の ポインタ操作を表すポインタ操作信号をE C U 1 0 0 に出力す

る。ス ピーカ 6 0 は、E C U 1 0 0 から出力された音声信号により作動 して、音

声ガイ ドゃ操作反応音等を発生する。

不揮発性メモ リ7 0 は、インターネットを経由して情報配信センターから取得

したナピゲ一ション情報等、外部から取得 した情報を記憶するためのものである。

この携帯端末 1 0 では、ナピゲ一シヨンを行 うための制御プログラム、および、

地図データはE C U 1 0 0 のR O M に記憶されてお り、実際にナビゲーシヨンを

実行するときに、交通情報や公共交通機関情報等を情報配信センターから取得 し

て不揮発性メモ リ7 0 に記憶する。尚、ナビゲーションを行 うための制御プログ

ラムや地図データは、最初からE C U 1 0 0 の R O M に記憶されている必要はな

く、インターネットを介 して取得されるものであってもよい。この場合、ダウン

ロー ドしたデータは、不揮発性メモ リ7 0 に記憶される。

端末側通信部 8 0 は、車載ディス プ レイ装置 2 0 0 と通信を行 う通信ィンター

フ ェー ス で ある。本実施形態においては、携帯端末 1 0 と車載デ ィス プ レイ装置

2 0 0 とを近距離無線通信で接続する。例えば、Bluetooth を用いるが、Wi-Fi

などの無線 L A N 等による近距離無線通信方式を採用することもできる。



E C U 1 0 0 は、その機能に着 目す ると、携帯端末 1 0 でナ ビゲーシ ヨンを実

行す るためのナ ピゲーシ ョン制御部 1 1 0 と、そのナ ビゲー シ ョンを車載デ ィス

プ レイ 装置 2 0 0 で も実行できるよ うにす る連携制御部 1 5 0 とを備 えている。

ナ ビゲーシ ヨン制御部 1 1 0 は、車両を 目的地に案内す るのに適 した車両用ナ ビ

ゲーシ ヨンを実行す る車両用ナ ビゲーシ ヨンプ ログラム 1 1 1 と、歩行者 を 目的

地に案 内す るのに適 した歩行者用ナ ビゲーシ ョンを実行す る歩行者用ナ ビゲーシ

ヨンプ ログラム 1 1 2 との両方 を記憶 してお り、その一方 を選択的に実行す る。

車両用ナ ビゲーシ ョンを実行す る制御モ ー ドを車両モ ー ドと呼ぴ、歩行者用ナ ビ

ゲー シ ヨン を実行す る制御モ ー ドを歩行者モ ー ドと呼ぶ。

車両モ ー ドでは、各種の道路情報、交通情報 に基づいて、 目的地までの車両走

行ルー トを設定 して案内す る。一方、歩行者モ ー ドでは、歩道情報や公共交通機

関情報 に基づいて、 目的地までの歩行ルー トを設定 して案 内す る。 また、公共交

通機 関 （電車、バ ス等）の時刻表情報、乗 り継 ぎ情報、運賃情報な どをユーザに

提供す る。

連携制御部 1 5 0 は、通信制御部 1 6 0 と、画像生成部 1 7 0 と、操作検出部

1 8 0 と、音声出力部 1 9 0 とを備 えている。通信制御部 1 6 0 は、車載デ イス

プ レイ 装置 2 0 0 に設 け られた車両側通信部 2 2 0 (後述す る） と近距離無線通

信 を行 うために端末側通信部 8 0 の作動 を制御す る。 この通信制御部 1 6 0 は、

端末側通信部 8 0 か らリクエ ス ト信号を発信 させ、それ に対す る レス ポ ンス信号

が端末側通信部 8 0 に送信 され るか否かを判断す る。端末側通信部 8 0 で レス ポ

ンス信号を受信できた場合には、携帯端末 1 0 と車載デ ィス プ レイ 装置 2 0 0 と

の通信が確立す る。端末側通信部 8 0 で レス ポ ンス信号 を受信 できなかった場合

には、携帯端末 1 0 と車載デ ィスプ レイ装置 2 0 0 との通信 は確立 しない。

通信制御部 1 6 0 は、 こ うした レス ポ ンス信号の受信 の有無 によ り、携帯端末

1 0 と車載デ ィスプ レイ装置 2 0 0 との通信が確立 している力、否かを判定す る判

定部 1 6 1 を備 えている。判定部 1 6 1 は、通信が確立 してい る力、否かを表す通

信判定信号を出力す る。以下、通信判定信号において、通信が確立 していること

を表す信号を通信オン信号 と呼ぴ、通信が確立 していない ことを表す信号を通信

オ フ信号 と呼ぶ。 尚、携帯端末 1 0 は、車載デ ィス プ レイ装置 2 0 0 と近距離無



線通信を行 うため、携帯端末 1 0 の保持者が車内にいる場合には、携帯端末 1 0

と車載デ ィスプ レイ装置 2 0 0 とのあいだで通信が確立し、携帯端末 1 0 の保持

者が車両から離れている場合には、携帯端末 1 0 と車載デ ィスプ レイ装置 2 0 0

とのぁレ、だで通信が確立 しないような仕様に設定されている。

通信判定信号は、ナ ビゲーシ ョン制御部 1 1 0 、画像生成部 1 7 0 、操作検出

部 1 8 0 、音声出力部 1 9 0 に出力される。ナピゲーション制御部 1 1 0 は、通

信判定信号が通信オン信号となる場合には車両用ナビゲーションプログラム 1 1

1 を実行 し、通信判定信号が通信オフ信号となる場合には歩行者用ナビゲーショ

ンプログラム 1 1 2 を実行する。また、画像生成部 1 7 0 、操作検出部 1 8 0 、

音声出力部 1 9 0 は、通信判定信号が通信オン信号となる場合にそれぞれの処理

を実行 し、通信判定信号が通信オフ信号になるとその処理を終了する。

画像生成部 1 7 0 は、通信オン信号を入力すると起動 し、携帯端末 1 0 の表示

部 4 0 で表示されている画像の画像データを車載デ ィスプ レイ装置 2 0 0 での画

面表示に適 した画像データに変換する。例えば、携帯端末 1 0 の表示部 4 0 の画

面サイズがフル ワイ ドVGA (横 9 6 0 ピクセル X 縦 4 8 0 ピクセル）であるの

に対し、車載デ ィスプ レイ装置 2 0 0 の表示部 2 3 0 (後述する）の画面サイズ

がワイ ドV G A (横 8 0 0 ピクセル X 縦 4 8 0 ピクセル）である場合を考える。

この場合においては、携帯端末 1 0 の表示部 4 0 力、 車載ディスプレイ装置 2 0

0 の表示部 2 3 0 に比べて、横方向に 1 6 0 ピクセルだけ多い。そこで、画像生

成部 1 7 0 は、携帯端末 1 0 の画像データから横方向に 1 6 0 ピクセルだけ平均

的に間引く。また、画像生成部 1 7 0 は、携帯端末 1 0 の画面のァスぺク ト比を

用いて車載ディスプレイ装置 2 0 0 で表示されるように、画像データの縦方向の

ピクセル数を調整する。 この例では、携帯端末 1 0 の画面アスペ ク ト比が （4 8

0 / 9 6 0 ) であるため、画像データの縦方向のピクセル数を 8 0 0 X ( 4 8 0

9 6 0 ) = 4 0 0 ピクセルにする。従って、画像生成部 1 7 0 は、携帯端末 1

0 の画像データから縦方向に 8 0 ピクセルだけ平均的に間引く。

こうして、画面ァスぺク ト比および解像度が調整された画像データが生成 され

る。従って、車載ディスプレイ装置 2 0 0 の画面の縦方向および横方向の少なく

とも一方は、画面いっぱいまで使って表示することができる。画像生成部 1 7 0



は、生成した画像データを端末側通信部8 0を介して車載ディスプレイ装置2 0
0に送信する。
尚、携帯端末1 0の画面サイズに対して車載ディスプレイ装置2 0 0の画面サ

ィズが大きい場合には、補間用ピクセルを平均的に挿入するようにすればよい。
画像生成部1 7 0は、複数種類の画面サイズの規格に応じた画像変換プログラム
を記憶しており、車載ディスプレイ装置2 0 0の画面サイズの規格に対応する画
像変換プログラムを実行することで、携帯端末1 0の画像データを変換して車載
ディスプレイ装置2 0 0用の画像データを生成する。また、車载ディスプレイ装
置2 0 0の画面サイズは、携帯端末1 0 と ディスプレイ装置2 0 0 との最初
のペアリング操作時に、通信制御部1 6 0に認識されて不揮発性メモリ7 0に記
憶される。あるいは、ユーザが操作部5 0を使って車載ディスプレイ装置2 0 0
の画面サイズを入力設定するようにしてもよい。
操作検出部1 8 0は、通信オン信号を入力すると起動し、車載ディスプレイ装

置2 0 0から出力された操作データを端末側通信部8 0を介して入力する。操作
データは、車載ディスプレイ装置2 0 0のタツチパネル式ディスプレイ （後述す
る）に入力操作された位置を表す座標データと、外部操作部2 4 2 (後述する）
の操作データからなる。操作検出部1 8 0は、座標データを入力した場合には、
その座標データを携帯端末1 0の表示画面の座標データに変換してナピゲーショ
ン制御部1 1 0に出力する。
音声出力部1 9 0は、通信オン信号を入力すると起動し、ナビゲーシヨン制御

部1 1 0が行う音声案内等の音声データをナビゲーシヨン制御部1 1 0から入力
し、その音声データを端末側通信部8 0を介して車載ディスプレイ装置2 0 0に
送信する。
次に、車載ディスプレイ装置2 0 0について説明する。車載ディスプレイ装置

2 0 0は、電子制御ュニット2 1 0 (以下、ECU 2 1 0 と呼ぶ）と、車両側通
信部2 2 0 と、表示部2 3 0 と、操作部2 4 0 と、スピーカ2 5 0 と備えている。
ECU 2 1 0は、携帯端末1 0の実行するナビゲ一シヨンのグラフィカルユーザ
一インターフェースとしての主要制御部となるもので、CPU、ROM, RAM,
入出力インターフエ一ス、各種ドライバ等を備えている。



車両側通信部 2 2 0 は、携帯端末 1 0 の端末側通信部 8 0 と近距離無線通信を

行 う通信インター フェー スである。 E C U 2 1 0 は、車両側通信部 2 2 0 を制御

して、所定の短い周期で、携帯端末 1 0 から画像データおよび音声データを入力

するとともに、操作部 2 4 0 の入力操作データを携帯端末 1 0 に出力する。

表示部 2 3 0 は、E C U 2 1 0 から出力された画像信号によりナビゲーション

画像を表示するものである。本実施形態の車載ディスプレイ装置 2 0 0 は、タツ

チパ ネ ル 式 デ ィス プ レイ を備 えてお り、 この タ ツチパ ネ ル 式 デ ィス プ レイ にお け

る表示画面部分が表示部 2 3 0 となる。この表示部 2 3 0 の画面の大きさ （面積）

は、携帯端末 1 0 に比べて大きいものとなっている。また、表示部 2 3 0 の画面

規格は、携帯端末 1 0 に比べて低い解像度 となるワイ ドVGA ( 8 0 0 ピクセ ル

X 4 0 0 ピクセ ル ） である。表示部 2 3 0 の画面の大きさ （面積）、および、画

面規格は任意に設定できるものであるが、画面の大きさ （面積）に関しては、携

帯端末 1 0 に比べて大きなものとする。

操作部 2 4 0 は、表示部 2 3 0 と兼用されるタツチパネル式ディスプレイに内

蔵されているタツチパッド2 4 1 (位置入力装置）と、タツチパ ネ ル 式ディス プ

レイ の外に設けられた外部操作部 2 4 2 とから構成されている。外部操作部 2 4

2 は、携帯端末 1 0 と同様に、ホームボタン 2 4 2 a 、メニューボタン 2 4 2 b 、
戻 りボタン 2 4 2 c 、検索ボタン 2 4 2 d 、および、ポインタ 2 4 2 e から構成

されている。尚、外部操作部 2 4 2 のボタン構成は、任意に設定できるもの で あ

る。操作部 2 4 0 は、タツチパッド2 4 1 に入力された座標位置を表す座標信号、

外部操作部 2 4 2 のボタン操作を表すボタン操作信号、外部操作部 2 4 2 のボイ

ンタ操作を表すポインタ操作信号をE C U 2 1 0 に出力する。

ス ピーカ 2 5 0 は、 E C U 2 1 0 から出力された音声信号により作動 して、音

声ガイ ドや操作反応音等を発生する。尚、ス ピーカ 2 5 0 は、車載デ ィス プ レイ

装置 2 0 0 に内蔵されるもの に限らず、 ドア等の車室内に設けられるオーディオ

スピー力を兼用することができる。

次に、携帯端末 1 0 の連携制御部 1 5 0 の実行する処理についてフ ロー チヤ一
トを用いて説明する。図 4 は、連携制御部 1 5 0 の実行する車載ディスプレイ制

御ル ー チ ンを表す。この車載デ ィス プ レイ制御ル ー チ ンは、ユーザが携帯端末 1



0 を操作 して、ナ ビゲーシ ヨン実行 を選択す ると起動 し、所定の短い周期 で繰 り

返 され る。

尚、Bluetooth 機器 を使用す る際には、予めペア リング操作 を一度行 って、接

続相手を特定 してお く必要がある。 こ こで は、そのペア リング操作が完了 してい

るもの とす る。

車載デ ィス プ レイ 制御ル ーチンが起動す ると、連携制御部 1 5 0 は、ス テ ップ

S 1 1 において、携帯端末 1 0 と車載デ ィス プ レイ装置 2 0 0 との間で通信が確

立 している力、否かを判断す る。 この ステ ップ S 1 1 では、判定部 1 6 1 が端末側

通信部 8 0 を介 して リクエ ス ト信号を送信 し、それ に対 して レス ポ ンス信号が受

信 された力、否かに基づいて、通信の確立 を判断す る。通信が確立 していない場合、

つま り、 レス ポ ンス信号が受信 されない場合、連携制御部 1 5 0 は、ステ ップ S

1 2 においてナ ビゲーシ ヨン制御部 1 1 0 に対 して歩行者モ ー ド実行指令 を出力

す る。 これにより、ナ ビゲーシ ヨン制御部 1 1 0 は、歩行者用ナ ビゲーシ ヨンプ

ログラム 1 1 2 に したがってナ ビゲーシ ヨンを実行す る。

歩行者モ ー ドにおいては、歩行者の案 内に適 した地図を表示部 4 0 に表示 して

目的地までの歩行案内を行 う。また、必要に応 じて、外部通信部 2 0 を介 してィ

ン ターネ ッ トに接続 し、情報配信セ ン ターか ら電車 · バ ス な どの公共交通機 関情

報 を取得 し表示部 4 0 に表示す る。公共交通機 関情報 としては、例 えば、時刻表

情報、乗 り継 ぎ情報、運賃情報な どである。

連携制御部 1 5 0 は、ステ ップ S 1 2 において、歩行者モ ー ド実行指令 を出力

す ると、本ル ー チ ン を終了す る。本ル ー チ ンは、予め設定 された短い周期で繰 り

返 され る。従 って、携帯端末 1 0 と車載デ ィス プ レイ装置 2 0 0 との間で通信が

確立 していない間は、携帯端末 1 0 側 でのみナ ビゲーシ ヨンが実行 され る。

携帯端末 1 0 の所持者が車両に乗 っている場合には、携帯端末 1 0 と車載デ ィ

スプ レイ装置 2 0 0 との間で通信が確立す る。従って、 この場合には、ステ ップ

S 1 1 の判断が 「Y e s 」 とな り、連携制御部 1 5 0 は、その処理 をステ ップ S

1 3 に進 める。連携制御部 1 5 0 は、ステ ップ S 1 3 において、ナ ビゲー シ ヨン

制御部 1 1 0 に対 して車両モ ー ド実行指令 を出力す る。 これ によ り、ナ ビゲーシ

ヨン制御部 1 1 0 は、車両用ナ ビゲーシ ヨンプ ログラム 1 1 3 に したがってナ ビ



ゲー シ ヨンを実行する。

車両モ ー ドにおいては、車両の案内に適 した地図を表示部 4 0 に表示するほ力、、

外部通信部 2 0 を介 してインターネットに接続 し、情報配信センターから交通情

報を取得 し、この交通情報を加味して目的地までのル ー ト設定を行 う。また、交

通情報は、表示部 4 0 に表示される。尚、携帯端末 1 0 は、表示画面を縦に使つ

て表示する縦表示モ ー ドと、表示画面を横に使って表示する横表示モ ー ドとの選

択機能を有するが、携帯端末 1 0 と車載ディスプレイ装置 2 0 0 との間で通信が

確立している場合は、図 3 に示すように横表示モ ー ドを選択する。

連携制御部 1 5 0 は、ステップ S 1 3 において、車両モー ド実行指令を出力す

ると、続いて、ステップ S 1 4 において、車載ディスプレイ装置 2 0 0 に表示す

る画面の画像データを生成する。 この処理は、携帯端末 1 0 の表示部 4 0 で表示

されている画像の画像データを、車載デ ィス プ レイ装置 2 0 0 で の表示に適 した

画像データに変換する処理であって、画像生成部 1 7 0 により実施 される。 この

例では、車載ディスプレイ装置 2 0 0 の画面サイズの規格がワイ ドVGA である

ため、携帯端末 1 0 の表示部 4 0 の画面サイズであるフル ワイ ドVGA の画像デ

ータをワイ ドVGA の画像データに変換する画像処理を行 う。

続いて、連携制御部 1 5 0 は、ステップ S 1 5 において、車載ディスプレイ装

置 2 0 0 に表示する画像の画像データを端末側通信部 8 0 から送信する。これに

より、車載デ ィス プ レイ装置 2 0 0 は、この画像データを受信 して、表示器 2 3

0 に画像を表示する。従って、図 3 に示すように、車載ディスプレイ装置 2 0 0

の表示部 2 3 0 には、携帯端末 1 0 の表示部 4 0 に表示 される画像 と同様な画像

が表示される。

続いて、連携制御部 1 5 0 は、ステップ S 1 6 において、車載デ ィス プ レイ装

置 2 0 0 で発音するための音声データを端末側通信部 8 0 から送信する。従って、

車載ディスプレイ装置 2 0 0 のスピーカ 2 5 0 から、携帯端末 1 0 で発生する音

声と同様な音声が発生する。尚、携帯端末 1 0 で発音 していない状況であれば、

音声データは存在 しないため、この ステップ S 1 6 の処理はスキップされる。

続いて、連携制御部 1 5 0 は、ステップ S 1 7 において、車載デ ィス プ レイ装

置 2 0 0 で の操作入力を表す操作データを端末側通信部 8 0 から入力 してナビゲ



ー シ ヨン制御部 1 1 0 に出力す る。操作データは、車載デ ィス プ レイ装置 2 0 0

の操作部 2 4 0 を構成す るタッチパ ッ ド2 4 1 と外部操作部 2 4 2 の操作デー タ

である。連携制御部 1 5 0 は、入力 した操作デー タが、タツチパ ッ ド2 4 1 の座

標デー タ （タツチパ ネ ル 式デ ィス プ レイ の入力位置デー タ）である場合には、そ

の座標データを携帯端末 1 0 の表示画面の座標デー タに変換 してナ ビゲーシ ョン

制御部 1 1 0 に出力す る。 これ によ り、ナ ビゲーシ ヨン制御部 1 1 0 は、車載デ

イス プ レイ 装置 2 0 0 で行われた操作入力 を携帯端末 1 0 で の操作入力 とみな し

て、 この操作入力に したがってナ ビゲーシ ヨンの制御処理を進 める。 尚、 デ

イス プ レイ装置 2 0 0 で入力操作 されていない状況であれば、操作データは存在

しないため、 このステ ップ S 1 7 の処理 はスキ ップ され る。

連携制御部 1 5 0 は、ステ ップ S 1 7 の処理 を行 うと、車載デ ィスプ レイ制御

ルーチンを終了す る。車載デ ィスプ レイ制御ルーチ ンは、所定の短い周期で繰 り

返 され る。従って、携帯端末 1 0 の所持者が車両に乗 っているときには、携帯端

末 1 0 と車載デ ィス プ レイ装置 2 0 0 とのあいだで通信が確立す るため、 自動的

に車両用のナ ビゲ一シ ヨンが実行 され る。 この とき、車載デ ィスプ レイ装置 2 0

0 において も、携帯端末 1 0 で実行 され るナ ビゲーシ ヨンと同様のナ ビゲーシ ョ

ンが実行 され る。 また、携帯端末 1 0 の所持者 が車両か ら離れているときには、

携帯端末 1 0 と車載デ ィス プ レイ装置 2 0 0 とのあいだで通信が確立 しないため、

携帯端末 1 0 にて歩行者用のナ ビゲーシ ヨンが実行 され る。

以上説明 した本実施形態における携帯端末 1 0 お よびナ ビゲーシ ョンシステム

に よれば、車両に車載ナ ビゲーシ ヨン装置 を搭載 しな くて も、通信機能 を有す る

車載デ ィス プ レイ装置 2 0 0 を設 けることによ り、従来 と変わ らない大きな画面

で車両の走行ガイ ドを受 けられ るよ うになる。 また、車載デ ィス プ レイ装置 2 0

0 の画面で操作入力す ることができるため操作性が良好である。 このため、ナ ビ

ゲーシ ヨンの視認性お よび操作性 を確保 しつつ車両の低 コス ト化 を図ることがで

さる。

また、携帯端末 1 0 の所持者が車両に乗 っているときには、携帯端末 1 0 と車

載デ ィスプ レイ装置 2 0 0 とのあいだで通信が確立 しているため、車両用のナ ビ

ゲーシ ヨンが実行 され る。従って、乗員 に とっては、迅速に走行ガイ ドを受ける



ことができる。

また、携帯端末 1 0 の所持者が車両か ら離れた場合には、携帯端末 1 0 と車載

デ ィスプ レイ装置 2 0 0 とのあいだで通信が確立 しな くなるため、歩行者用のナ

ピゲーシ ヨンが実行 され る。 この場合、携帯端末 1 0 は、車載デ ィスプ レイ装置

2 0 0 でナ ビゲー シ ヨンを行 うための制御 （ステ ップ S 1 4 〜 S 1 7 ) を中止す

るため、それに必要な電力消費が抑 えられ る。 また、車載デ ィス プ レイ装置 2 0

0 の作動が停止す るため、その分、電力消費が抑 えられ る。

また、携帯端末 1 0 と車載デ ィス プ レイ装置 2 0 0 との あいだで通信が確立 し

ている力、否かに基づいてナ ビゲーシ ョンモー ドが選択 され るため、そのモー ドは、

掲載端末 1 0 の所持者の状況に適 したもの となる。従 って、モー ド切替操作が不

要 とな り、非常に使い勝手がよい。

また、携帯端末 1 0 と車載デ ィスプ レイ装置 2 0 0 とで行 う通信方式を近距離

無線通信 としているため、携帯端末 1 0 の所持者が車両に乗 り込めば、自動的に、

携帯端末 1 0 と車載デ ィス プ レイ装置 2 0 0 とのあいだで通信が確立 し、携帯端

末 1 0 の所持者が車両か ら離れれば、 自動的に、携帯端末 1 0 と車載デ ィス プ レ

ィ装置 2 0 0 とのあいだで通信が確立 しな くなる。 このため、有線通信 を行 うシ

ステムに比べて、接続ケー ブル の着脱が不要 となる。

以上、本実施形態の携帯端末お よびナ ビゲーシ ョンシステ ム について説明 した

が、本発明は上記実施形態に限定 され るものではな く、本発明の 目的を逸脱 しな

い限 りにおいて種 々の変更が可能である。

例えば、本実施形態においては、車載デ ィスプ レイ装置 2 0 0 の表示画面が、

携帯端末 1 0 の画面ァ スぺ ク ト比 と同 じになるよ うに画像データを生成す るため、

携帯端末 1 0 と車載デ ィス プ レイ 装置 2 0 0 とで画面ァ スぺ ク ト比が異なる場合

には、車載デ ィス プ レイ 装置 2 0 0 画面上に非表示領域が形成 され る。例 えば、

携帯端末 1 0 の表示部 4 0 の画面サイズをフル ワイ ドVGA (横 9 6 0 ピクセ ル

X 縦 4 8 0 ピ クセ ル ）、 車載デ ィス プ レイ 装置 2 0 0 の表示部 2 3 0 の画面サイ

ズをワイ ドVGA (横 8 0 0 ピクセ ル X 縦 4 8 0 ピクセ ル ） とした場合、画面ァ

スぺ ク ト比の調整 によ り、車載デ ィスプ レイ装置 2 0 0 の表示画面においては、

横 8 0 0 ピクセ ル X 縦 8 0 ピクセ ル の非表示領域が形成 され る。



そこで、図 5 に示すように、非表示領域 X を表示画面の端 （この例では下端）

に寄せ、この非表示領域 X にボタンアイコン A を移動させる構成を採用するこ と

もできる。この場合、画像生成部 1 7 0 力、 画像データを生成するときにボタン

ア イ コン A の座標位置を変更すればよい。これによれば、非表示領域 X を有効利

用することができ、表示される地図等の画像が見やすくなる。

また、ボタンアイコンのレイァゥトを表示領域においても自由に変更 してもよ

レ、。 また、車載デ ィス プ レイ装置 2 0 0 は携帯端末 1 0 に比べて広い操作面積を

有するため、ボタンアイコンの数を増やすようにしてもよい。これにより、操作

性を向上させることができる。

また、本実施形態においては、携帯端末 1 0 と車載ディスプレイ装置 2 0 0 と

の あいだで近距離無線通信を行 う構成であるが、携帯端末 1 0 と車載ディス プ レ

ィ装置 2 0 0 とを接続ケーブル 3 0 0 (図 1 に破線で囲んで示 している）で接続

して有線通信を行 うようにしてもよい。この場合、例えば、U S B 接続、HDM

I 接続などを採用することができる。この よ うな有線通信を行 う構成の場合には、

接続ケーブル 3 0 0 で両者を接続することにより通信が確立する。従って、携帯

端末 1 0 と車載デ ィス プ レイ装置 2 0 0 とを接続ケー ブル 3 0 0 で接続すれば、

車載ディスプレイ装置 2 0 0 で車両モ ー ドのナビゲーシヨンが行われる。また、

接続ケーブル 3 0 0 を外せば、車載ディスプレイ装置 2 0 0 のナビゲーシヨンが

終了するとともに、携帯端末 1 0 のナビゲー シ ョンが歩行者モ ー ドに切 り替わる。

従って、接続ケーブル 3 0 0 の着脱に応 じて適切なナビゲーションモ ー ドが自動

選択される。また、接続ケーブル 3 0 0 を使って車載デ ィス プ レイ装置 2 0 0 か

ら携帯端末 1 0 に充電することも可能となる。

尚、本実施形態における端末側通信部 8 0 および通信制御部 1 6 0 が本発明の

通信手段に相当する。また、本実施形態における判定部 1 6 1 (連携制御部 1 5

0 におけるステップ S 1 1 の機能部)が本発明の通信判定手段に相当する。また、

本実施形態における画像生成部 1 7 0 (連携制御部 1 5 0 におけるステップ S 1

4 の機能部）が本発明の画像データ生成手段に相当する。また、本実施形態にお

ける端末側通信部 8 0 ，通信制御部 1 6 0 , 画像生成部 1 7 0 (連携制御部 1 5

0 におけるステップ S 1 5 の機能部）が本発明の画像データ送信手段に相当する。



請 求 の 範 囲

1 . 車両用のナ ビゲーシ ョンを実行可能な携帯端末 において、

車載デ イ ス プ レイ装置 と通信 を行 うための通信手段 と、

前記通信手段によ り前記車載デ ィス プ レイ装置 との通信が確立 したか否かを判

定す る通信判定手段 と、

前記通信判定手段によ り通信 が確立 していると判定 された場合に、前記車載デ

ィス プ レイ装置で前記車両用のナ ピゲー シ ョンを実行す るための画像データを生

成す る画像データ生成手段 と、

前記画面データ生成手段 によ り生成 された画像データを前記車載デ イ ス プ レイ

装置に送信す る画像データ送信手段 と

を備 えた ことを特徴 とす る携帯端末。

2 . 前記通信手段は、前記車載デ ィス プ レイ装置 と近距離無線通信 を行 う、ある

いは、前記車載デ ィス プ レイ 装置 と接続 ケー ブル を介 して通信 を行 うことを特徴

とす る請求項 1 記載の携帯端末。

3 . 歩行者用のナ ビゲーシ ョンを実行す る歩行者用ナ ビゲーシ ョン機能を備 え、

前記通信判定手段によ り前記車載デ ィス プ レイ装置 との通信が確立 していると

判定 されない場合 には、前記歩行者用のナ ビゲーシ ョンを実行す ることを特徴 と

す る請求項 2 記載の携帯端末。

4 . 車両用のナ ビゲーシ ヨンを実行可能な携帯端末 と、前記携帯端末 と通信す る

ための通信機能を備 えた車載デ ィス プ レイ装置 とを備 え、前記車載デ ィス プ レイ

装置の表示画面を使 って車両用のナ ビゲーシ ョンを実行す るナ ビゲーシ ョンシス

テムであって、

前記携帯端末は、

前記車載デ ィスプ レイ装置 との通信が確立 したか否かを判定す る通信判定手段

と、



前記通信判定手段 によ り通信が確立 していると判定 された場合に、前記車載デ

イスプ レイ装置で前記車両用のナ ビゲー シ ョンを実行す るための画像デー タを生

成す る画像デ一タ生成手段 と、

前記画面データ生成手段により生成 された画像デー タを前記車載デ ィスプ レイ

装置 に送信す る画像デー タ送信手段 と

を備 えた ことを特徴 とす るナ ビゲーシ ョンシステム。













INTERNATIONAL SEARCH REPORT International application No.

I PCT / JP2 0 1 0 / 0 6 2 0 2 0
A . CLASSIFICATION O F SUBJECT MATTER
G01 C21 / 0 0 ( 2 0 0 6 . 1 )

According to

B . FIELDS SEARCHED

Minimum documentation searched (classification system followed by classification symbols)
G 0 1 C 2 1 / 0 0

Documentation searched other than minimum documentation t o the extent that such documents are included in the fields searched
Jitsuyo Shinan Koho 1922-1 996 Jitsuyo Shinan Toroku Koho 1996-2010
Kokai Jitsuyo Shinan Koho 1971-2010 Toroku Jitsuyo Shinan Koho 1994-2010

Electronic data base consulted during the international search (name o f data base and, where practicable, search terms used)

C . DOCUMENTS CONSIDERED T O B E RELEVANT

Category* Citation o f document, with indication, where appropriate, o f the relevant passages Relevant t o claim No.

X J P 2 0 0 9 - 1 0 3 5 2 1 ( Fuj i t s u Ten Ltd . ) ,
Y 1 4 May 2 0 0 9 ( 1 4 . 0 5 . 2 0 0 9 ) ,

paragraph s [ 0 0 2 7 ] , [ 0 0 5 5 ] t o [ 0 0 5 8 ] ； fig . 6
& E P 2 2 0 4 6 3 8 A & WO 2 0 0 9 / 0 5 4 4 0 9 A l

J P 2 0 0 7 - 1 6 3 3 8 A ( Ca s i o Hitachi Mobi l e
Communi cations Co . , Ltd - ) ,
2 8 June 2 0 0 7 ( 2 8 . 0 . 2 0 0 7 ) ,
paragraph s [ 0 0 1 9 ] , [ 0 0 2 3 ] , [ 0 0 2 4 ] , [ 0 0 3 8 ] ,
[ 0 0 4 0 ] t o [ 0 0 4 3 ] , [ 0 0 4 ]
( Fami l y ： none )

A J P 2 0 0 9 - 1 4 5 1 5 8 A (Ma zda Motor Corp . ) , 1 - 4
0 2 July 2 0 0 9 ( 0 2 . 0 7 . 2 0 0 9 ) ,
ent i r e text ； a l l drawings
( a m i l y ： none )

Further documents are listed i n the continuation o f Box C . [ ] See patent family annex.

Special categories o f cited documents: "T" later document published after the international filing date or priority
"A" document defining the general state o f the art which i s not considered date and not i n conflict with the application but cited to understand

to b e o f particular relevance the principle or theory underlying Hie invention

"E" earlier application or patent but published on or after the international "X" document o f particular relevance; the claimed invention cannot b e
filing date considered novel o r cannot b e considered t o involve an inventive

"L" document which may throw doubts on priority ciaim(s) o r which i s step when the document i s taken alone

cited t o establish t e publication date o f another citation o r other "Y" document o f particular relevance; the claimed invention cannot b e
special reason (as specified) considered t o involve an inventive step when the document i s

"O" document referring t o an oral disclosure, use, exhibition o r other means combined with one o r more other such documents, suet combination
"p' ， ddooccuummeenntt ppuubblliisshlieedd pprnioori t o the international filing date but later than being obvious to a person skilled i n the art

the priority date claimed document member o f the same patent family

Date o f the actual completion o f the international search Date o f mailing o f the international search report
1 9 Octobe r , 2 0 1 0 ( 1 9 . 1 0 . 1 0 ) 0 2 November , 2 0 1 0 ( 0 2 . 1 1 . 1 0 )

Name and mailing address of the ISA/ Authorized officer
Japane s e Patent Offi c e

Facsimile No. Telephone No.
Form PCT/ISA/210 (second sheet) (July 2009)



INTERNATIONAL SEARCH REPORT International application No.

PCT / JP2 0 1 0 / 0 62 0 2 0

Box No. I I Observations where certain claims were found unsearchable (Continuation of item 2 of first sheet)

This international search report has not been established in respect of certain claims under Article 17 (2) (a) for the following reasons:

i . □ Claims Nos.:
because they relate t o subject matter not required to be searched by this Authority, namely:

2 . □ Claims Nos.:
because they relate t o parts of the international application that do not comply with the prescribed requirements to such <
extent that no meaningiul international search can be carried out, specifically:

Claims Nos.:
because they are dependent claims and are not drafted in accordance with the second and third sentences of Rule 6.4(a).

Box No. Ill Observations where unity of invention is lacking (Continuation of item 3 of first sheet)

This International Searching Authority found multiple inventions in this international application, as follows:
The invent ion i n claim 1 doe s not have a special technical feature , s ince

the i nventi o n i s d e scribed i n J P 2 0 0 9 - 1 0 3 5 2 1 A .
Consequently , the i nvention s i n claims 1 一 4 d o not have a t e chni cal

rel a t ionship invo lving one o r mo e o f the same o r corre spondi n g special
technical features , and there fore cannot b e cons i d e red t o b e s o l i nked a s
t o f o m a s ingl e gene ral ：invent ive concept .

. □ A s all required adaitional search fees were timely paid by the applicant, this international search report covers all searchable
claims.

2 . 囚 A s all searchable claims could be searched without effort justirymg additional fees, this Authority did not invite payment of
additional fees.

3. □ A s only some of the required additional search fees were timely paid by the applicant, this international search report covers
only those claims for which fees were paid, specifically claims Nos.:

N o required additional search fees were timely paid by the applicant. Consequently, this international search report i
restricted to the invention first mentioned in the claims; it i s covered by claims Nos.:

Remark on Protest The additional search fees were accompanied by the applicant's protest and, where applicable, the
payment of a protest fee.

The additional search fees were accompanied by the applicant's protest but the applicable protest
fee was not paid witnm the time limit specified in the invitation.

N o protest accompanied the payment of additional search fees.

Form PCT/ISA/210 (continuation of first sheet (2)) (July 2009)



国際調 査報告 国際 出願 番 号 ？ 丁ノ ? 2 0 1 0 / 0 6 2 0 2 0

発 明の属す る分 野の分類 （国際特許分類 （I P C ) )

IntCl. G01C21/00 (2006. 01) i

B . 調 查 を行 った分 野

調 査 を行 った最小 限資料 （国際特許分類 （I P C ) )

IntCl. G01C21/00

最 小 限資料以外の資料 で調 査 を行 った分 野 に含 まれ るもの

本 国実用新案公 報 1 9 2 2 — 1 9 9 6 年
日本 国公 開実用新案公 報 1 9 7 1 — 2 0 1 0 年
日本 国実用新案登録公 報 1 9 9 6 — 2 0 1 0 年
日本 国登録 実用新案公 報 1 9 9 4 2 0 1 0 年

国際調査 で使 用 した電子デ ー タベ ース （デー タベ ースの名称 、調 査 に使 用 した用語 )

C . 関連す る と認 め られ る文献

引用文献 の 関連す る
カテ ゴ リー * 引用文献名 及 び一部 の箇所 が関連す る ときは、その関連す る箇所 の表示 請 求項 の番 号

X J P 2009-10352 1 A (富士通テ ン株式会社） 009 . 05. 14, 1， , 4

Y [0027] [0055] - [0058] [図 6 ] & EP 2204638 A & W0 2009/054409 A l 3

Y J P 2007-163386 A (株式会社カ シオ 日立モ パ イ ル コ ミュニケー シ ョ 3

ン ズ ） 007 . 06. 28, [0019] [0023] [0024] [0038] [0040] - [0043] [0046]

( フ ア ミ リーな し）
J P 2009-145 158 A (マッタ、、株式会社） 009 . 07. 02, 全文、全図 （フ 1—4

ァミリーな し）

Γ C 欄 の続 きに も文献 が列 挙 され てい る。 パ テ ン トファ ミリ 二関す る別紙 を参照。

* 引用文献 の 日の後 に公 表 され た文献
ΓΑ 」特 に関連 のあ る文献 ではな く、一般 的技術水 準 を示す け 」国際 出願 日又 は優先 日後 に公 表 され た文献 であつて

もの 出願 と矛盾 す るもので はな く、発 明の原理 又 は理論
ΓΕ 」国際 出願 日前 の出願 また は特許 であ るが、国際 出願 日 の理解 のた めに引用す るもの

以後 に公表 され た もの 「X 」特 に関連 のあ る文献 であって、当該文献 のみで発 明
「L 」優先権主 張に疑義 を提起す る文献又 は他 の文献 の発 行 の新規性 又 は進歩性 が ない と考 え られ るもの

若 しくは他 の特別 な理 由を確 立す るた め に 引用 す 「Υ 」特 に関連 のあ る文献 であって、当該文献 と他 の 1 以
る文献 （理 由を付す） 上 の文献 との、当業者 に とって 自明で あ る組合せ に

Γθ 」 口頭 に よる開示 、使 用、展示等 に言及す る文献 よって進歩性 がない と考 え られ るもの
ΓΡ 」国際 出願 日前 で、かつ優先権 の主 張の基礎 とな る出願 「& 」 同一パテ ン トフ ァ ミ リー文献

国際調 査 を完 了 した 日 国際調査報告 の発送 日
1 9 . 1 0 . 2 0 1 0 0 2 . 2 0 1 0

国 際調 査機 関の名称及 び あて先 特許 庁審 査官 （権 限のあ る職員 ） 3 H 3 2

日本 国特許庁 （I S A / J Ρ )
根 本 徳子

郵便番 号 1 0 0 — 8 9 1 5
東京都 千代 田区霞が 関三丁 目4 番 3 号 電話番 号 0 3 — 3 5 8 1 — 1 1 0 内線 3 3 1 6

様 式 P C T / I S A 2 1 0 (第 2 ペ ー ジ） （2 0 0 9 年 7 月）



国際調査報告 国際出願番号 P C T J P 2 0 1 0 0 6 2 0 2 0

第 Π欄 請求の範 囲の一部の調査ができない ときの意見 （第 1 ページの 2 の続 き）

法第 8条第 3項 （P C T 17条 （2) (a) ) の規 定 に よ り、 この国際調査報告 は次 の理 由に よ り請求の範 囲の一部 について作
成 しなかった。

1 . 請求項 は、この国際調査機 関が調査 をす ることを要 しない対象 に係 るものである。

つま り、

2 . 請求項 は、有意義 な国際調査 をす ることができる程度まで所定の要件 を満
ない国際出願 の部分 に係 るものである。つま り、

3 . 請求項 は、従属請求の範 囲であって P C T 規則 6. 4 (a) の第 2 文及び第3文の規定に
従って記載 されていない。

第 欄 —発 明の単一性 が欠如 してい るときの意見 （第 1 ページの 3 の続 き）

次に述ぺ るよ うにこの国際出願 に二以上の発明があるとこの国際調査機 関は認 めた。

請求項 1に係る発明は、JP 2009-103521 A に記載されているから、特別な技術的特徴を有 し
ない。

したがって、請求項 1-4 に係る発明は、一又は二 以上の同一又は対応する特別な技術的特徴
を含む技術的な関係にないから、単一の一般的発明概念を形成するように連関しているものと
は認められない。

1 . 出願 人が必要な追加調査手数料 をすベて期間内に納付 したので、 この国際調査報告は、すべての調査可能な請求
項について作成 した。

2 . 追加調査手数料 を要求す るまで もな く、すべての調査可能 な請求項について調査す ることができたので、追加調
查手数料の納付 を求めなかった。

3 . 出願人が必要な追加調査手数料 を一部のみ しか期間内に納付 しなかったので、この国際調査報告 は、手数料の納
付のあった次の請求項のみについて作成 した。

4 . 出願人が必要な追加調査手数料 を期間内に納付 しなか この国際調査報告は、請求の範囲の最初に記載
されてい る発 明に係 る次の請求項について作成 した。

追加調査手数料の異議 の申立てに関す る注意

追加調査手数科及び、該 当す る場合 には、異議 申立手数料の納付 と共 に、出願人か ら異議 申立てがあった。

追加調査手数料の納付 と共に出願人か ら異議 申立てがあつたが、異議 申立手数料が納付命令書 に示 した期間
内に支払われ なかった。

追加調査手数料の納付はあったが、異議 申立てはなかった。

様式 P C T / I S A / 2 1 0 (第 1 ページの続葉 （2 ) ) ( 2 0 0 9 年 7 月）
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